〇宮崎市 公衆浴場法施行条例 ＜抜粋＞

第1条 [bookmark: JUMP_SEQ_1][bookmark: MOKUJI_2][bookmark: JUMP_SEQ_4][bookmark: JUMP_KOU_1_0]＜省略＞

[bookmark: JUMP_SEQ_5][bookmark: MOKUJI_5][bookmark: JUMP_JYO_2_0_0]（定義）
[bookmark: JUMP_SEQ_6]第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
[bookmark: JUMP_SEQ_7][bookmark: JUMP_GOU_1_0_0][bookmark: JUMP_GOU_2_0_0][bookmark: JUMP_SEQ_13][bookmark: JUMP_GOU_3_0_0](１)から(３)　＜省略＞
[bookmark: JUMP_GOU_4_0_0][bookmark: JUMP_SEQ_14](４)　浴槽水　浴槽内の湯水をいう。
[bookmark: JUMP_GOU_5_0_0][bookmark: JUMP_SEQ_15](５)　原湯　浴槽水を再利用せずに浴槽に直接注入される湯水をいう。
[bookmark: JUMP_GOU_6_0_0][bookmark: JUMP_SEQ_16](６)　原水　原湯の原料とする湯水をいう。
[bookmark: JUMP_GOU_7_0_0][bookmark: JUMP_SEQ_17](７)　上がり用湯水　洗い場の湯水栓（シャワーの噴出口を含む。以下同じ。）から供給される湯水をいう。
[bookmark: JUMP_GOU_8_0_0][bookmark: JUMP_SEQ_18](８)　循環配管　湯水をろ過器等と浴槽との間で循環させるための配管をいう。
[bookmark: JUMP_GOU_9_0_0][bookmark: JUMP_SEQ_19](９)　循環式浴槽　浴槽水をろ過器を通して循環させ、浴槽水を清浄に保つ構造の浴槽をいう。
[bookmark: JUMP_GOU_10_0_0][bookmark: JUMP_SEQ_20](10)　完全換水　浴槽水を浴槽から完全に排出し、その全部を入れ替えることをいう。

[bookmark: JUMP_SEQ_21][bookmark: MOKUJI_6][bookmark: JUMP_JYO_3_0_0]（構造設備の基準）
第2条 [bookmark: JUMP_SEQ_22]法第２条第２項に規定する公衆浴場の構造設備が公衆衛生上不適当であると認めるときとは、当該構造設備が別表第１に掲げる基準を満たさない場合とする。
＜中間省略＞
第６条　法第３条第２項の規定による営業者が講じなければならない換気、採光、照明、保温及び清潔その他入浴者の衛生及び風紀に必要な措置の基準は、別表第２のとおりとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_34][bookmark: MOKUJI_12]２　市長は、営業者が別表第２第２項第21号の規定により自主的な公表（新聞その他の広報媒体を通じて行う公表に限る。以下この項において同じ。）を行わなかった場合で、同項第19号又は第20号に規定する水質の検査の結果が市長が別に定める基準を超えたときは、当該施設の名称、当該結果その他必要な事項の公表を行うことができる。
＜以下省略＞

[bookmark: JUMP_SEQ_23][bookmark: MOKUJI_7][bookmark: JUMP_SEQ_42][bookmark: MOKUJI_17][bookmark: JUMP_SEQ_43][bookmark: MOKUJI_18]別表第１（第３条関係）
[bookmark: JUMP_SEQ_44]１　一般公衆浴場の構造設備の基準
[bookmark: JUMP_SEQ_45][bookmark: JUMP_SEQ_54](１)から(10) ＜省略＞
[bookmark: JUMP_SEQ_55](11)　水道法（昭和32年法律第177号）第３条第９項に規定する給水装置により供給される水（以下「水道水」という。）以外の水を原水、原湯又は上がり用湯水として使用する場合は、当該水の水質を市長が別に定める基準に適合させるために必要な設備が設けられていること。
[bookmark: JUMP_SEQ_56](12)　原湯を貯留する槽（以下「貯湯槽」という。）を設置する場合にあっては、貯湯槽内の湯水全体の温度を摂氏60度以上に保つ能力を有する加温装置が設けられていること。ただし、これにより難い場合には、レジオネラ属菌が繁殖しないように貯湯槽内の湯水を消毒する設備が設けられていること。
[bookmark: JUMP_SEQ_57](13)　原水及び原湯の配管は、ろ過器及び循環配管に接続しない構造であり、原湯を浴槽水面の上方から浴槽に落とし込む構造であること。
[bookmark: JUMP_SEQ_58](14)　ろ過器を設置する場合にあっては、一時間当たりで浴槽の容量以上の湯水をろ過する能力を有し、かつ、逆洗浄等の適切な方法で汚濁物質等を排出することができる構造であるとともに、ろ過器に毛髪等が混入しないよう集毛器が設けられていること。
[bookmark: JUMP_SEQ_59](15)　循環式浴槽を設置する場合にあっては、浴槽の底部に近い部分で、循環してろ過された湯水（以下「循環ろ過水」という。）が補給される構造であるとともに、浴槽水の消毒に用いる塩素系薬剤の注入口又は投入口は、湯水がろ過器に入る直前に設けられていること。
[bookmark: JUMP_SEQ_60](16)　浴槽の縁からあふれた湯水を回収する槽（以下「回収槽」という。）を設置する場合にあっては、回収槽内の湯水を浴用に使用しない構造であること。ただし、これにより難い場合には、回収槽は床上に設置され、内部の清掃が容易に行える構造であるとともに、レジオネラ属菌が繁殖しないように回収槽内の湯水を消毒できる設備が設けられていること。
[bookmark: JUMP_SEQ_61](17)　浴槽に気泡発生装置、ジェット噴射装置その他の微小な水粒を発生させる設備（以下「気泡発生装置等」という。）を設置する場合にあっては、24時間以上完全換水しないで循環ろ過している浴槽水（以下「連日使用型循環浴槽水」という。）を使用しないものであるとともに、気泡発生装置等の空気取入口から土ぼこりが入らない構造であること。
[bookmark: JUMP_SEQ_62](18)　打たせ湯又は洗い場の湯水栓を設置する場合にあっては、循環ろ過水及び浴槽水を使用しない構造であること。
[bookmark: JUMP_SEQ_63](19)　露天風呂を設置する場合にあっては、露天風呂の湯水が配管等を通じて内湯に混じることのない構造であること。
[bookmark: JUMP_SEQ_64]＜以下省略＞
 
[bookmark: JUMP_SEQ_76][bookmark: MOKUJI_19]別表第２（第６条関係）
[bookmark: JUMP_SEQ_77]１　＜省略＞
[bookmark: JUMP_SEQ_91]２　入浴者の衛生のため必要な浴槽水等の措置の基準
[bookmark: JUMP_SEQ_92](１)　貯湯槽内の湯水全体の温度を摂氏60度以上に保つこと。ただし、これにより難い場合には、レジオネラ属菌が繁殖しないように貯湯槽内の湯水の消毒を行うこと。
[bookmark: JUMP_SEQ_93](２)　定期的に貯湯槽の生物膜の状況を確認し、生物膜の除去を行うための清掃及び消毒を行うこと。
[bookmark: JUMP_SEQ_94](３)　ろ過器は、１週間に１回以上、逆洗浄等の適切な方法で汚濁物質等を排出すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_95](４)　循環配管は、１週間に１回以上、適切な消毒方法で生物膜を除去すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_96](５)　集毛器は、毎日清掃及び消毒を行うこと。
[bookmark: JUMP_SEQ_97](６)　消毒装置の維持管理を適切に行うこと。
[bookmark: JUMP_SEQ_98](７)　浴槽は、１週間に１回以上、清掃及び消毒を行うこと。
[bookmark: JUMP_SEQ_99](８)　洗い場の湯水栓に湯水を送る水温調整槽は、定期的に清掃及び消毒を行うこと。
[bookmark: JUMP_SEQ_100](９)　回収槽内の湯水は、浴用に使用しないこと。ただし、これにより難い場合には、回収槽の内部の清掃及び消毒を頻繁に行うとともに、レジオネラ属菌が繁殖しないように回収槽内の湯水を塩素系薬剤等により消毒すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_101](10)　気泡発生装置等には、連日使用型循環浴槽水を使用しないこと。
[bookmark: JUMP_SEQ_102](11)　打たせ湯及び上がり用湯水には、循環ろ過水及び浴槽水を使用しないこと。
[bookmark: JUMP_SEQ_103](12)　浴槽から排出された湯水をろ過して循環させる設備を設置している場合は、循環ろ過水の誤飲を防ぐための措置を講ずること。
[bookmark: JUMP_SEQ_104](13)　水道水以外の水を使用した原水、原湯、上がり用湯水及び浴槽水は、市長が別に定める基準に適合するよう水質を管理すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_105](14)　浴槽水は、常に満杯状態に保ち、原湯又は循環ろ過水を十分に供給することにより浴槽からあふれさせ、かつ、清浄に保つこと。
[bookmark: JUMP_SEQ_106](15)　連日使用型循環浴槽水以外の浴槽水は毎日、連日使用型循環浴槽水は１週間に１回以上、完全換水すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_107](16)　浴槽水の消毒に当たっては、塩素系薬剤を使用して浴槽水中の遊離残留塩素濃度（以下「濃度」という。）を頻繁に測定し、濃度を常時１リットル中0.2ミリグラム以上に保つこと。また、濃度が１リットル中1.0ミリグラムを超えないよう努めるとともに、当該結果を測定の日から３年間保管すること。ただし、原水若しくは原湯の性質その他の条件により塩素系薬剤が使用できない場合又は原水若しくは原湯の水素イオン濃度が高くこの基準を適用することが適当でない場合であって、併せて適切な衛生措置を行うことを条件として市長が認めたときは、この限りでない。
[bookmark: JUMP_SEQ_108](17)　循環式浴槽の浴槽水を塩素系薬剤によって消毒する場合は、当該薬剤は、ろ過器の直前で投入すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_109](18)　浴槽水の水素イオン濃度を頻繁に測定し、その結果を測定の日から３年間保管すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_110](19)　原水、原湯及び上がり用湯水並びにろ過器を使用していない浴槽水及び毎日完全換水している浴槽水については１年に１回以上、塩素系薬剤を使用して消毒している連日使用型循環浴槽水については１年に２回以上、塩素系薬剤を使用しないで消毒している連日使用型循環浴槽水については１年に４回以上、水質の検査（次号に規定する浴槽水の水質の検査を除く。）を行い、その結果を検査の日から３年間保管すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_111](20)　公衆浴場の営業を新たに開始した場合は営業を開始した日から１月以内に３回以上、循環式浴槽を新たに設置し、又は既存の浴槽を循環式浴槽に改造した場合は当該浴槽の運用を開始した日から１月以内に３回以上、浴槽水の水質の検査を行い、その結果を検査の日から３年間保管すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_112](21)　第19号及び前号に規定する水質の検査の結果は、自主的な公表に努めるとともに、毎年４月30日までに、前年の４月１日に始まる年度内において実施した当該結果を、市長に報告すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_113](22)　第19号及び第20号に規定する水質の検査の結果、第13号に規定する基準に適合していない場合は、直ちに市長に届け出て、その指示を受け、適切な措置を講ずること。
[bookmark: JUMP_SEQ_114](23)　浴槽水を河川、湖沼及び海域に排出する場合は、環境保全のための必要な処理を行うこと。
[bookmark: JUMP_SEQ_115]３　入浴者の衛生のため必要な施設の管理等に関する措置の基準
[bookmark: JUMP_SEQ_116](１)　施設の衛生管理を行うための管理要領書及び点検記録表により、従業者による施設の衛生管理を徹底するとともに、点検の結果を点検の日から３年間保管すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_117](２)　浴室、浴槽及びこれらの附帯設備並びに浴槽水その他施設で使用する湯水（以下「浴室等」という。）について、次に掲げる責務を有する浴室等衛生管理責任者を置くこと。
[bookmark: JUMP_SEQ_118]イ　浴室等の衛生管理を行うこと。
[bookmark: JUMP_SEQ_119]ロ　市長が指示する衛生講習会を受講すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_120]ハ　浴室等の衛生管理について改善すべき事項を発見した場合は、その旨を速やかに営業者に進言すること。
[bookmark: JUMP_SEQ_121](３)　施設の利用者等にレジオネラ症の患者又はその疑いのある者が発生した場合は、直ちにその旨を市長に連絡し、その指示に従うこと。
＜以上＞



〇宮崎市　公衆浴場法施行細則＜抜粋＞

第１条から第８条　＜省略＞

[bookmark: JUMP_JYO_9_0_0]（水質の基準）
第９条　条例別表第１第１項第11号及び条例別表第２第２項第13号に規定する原水、原湯及び上がり用湯水の水質について市長が別に定める基準は、次の表の左欄に掲げる事項につき同表の右欄に掲げる方法によって行う検査における同表の中欄に掲げる基準とする。ただし、温泉水又は井戸水を使用するものであるため、同欄に規定する基準によることが困難で、かつ、衛生上危害を生ずるおそれがないと市長が認めるときは、同表第１号から第４号までに規定する基準の全部又は一部を適用しないことができる。
	
	
	
	

	１
	色度
	５度以下であること。
	比色法又は透過光測定法

	２
	濁度
	２度以下であること。
	比濁法、透過光測定法、積分球式光電光度法、散乱光測定法又は透過散乱法

	３
	水素イオン濃度（ｐＨ値）
	5.8以上8.6以下であること。
	ガラス電極法又は比色法

	４
	有機物等（過マンガン酸カリウム消費量）
	１リットル中10ミリグラム以下であること。
	滴定法

	５
	大腸菌群
	50ミリリットル中に検出されないこと。
	乳糖ブイヨン―ブリリアントグリーン乳糖胆汁ブイヨン培地法又は特定酵素基質培地法

	６
	レジオネラ属菌
	検出されないこと（100ミリリットル中に10シーエフユー未満であること。）。
	冷却遠心濃縮法又はろ過濃縮法



２　条例別表第２第２項第13号に規定する浴槽水の水質について市長が別に定める基準は、次の表の左欄に掲げる事項につき同表の右欄に掲げる方法によって行う検査における同表の中欄に掲げる基準とする。ただし、温泉水又は井戸水を使用するものであるため、同欄に規定する基準によることが困難で、かつ、衛生上危害を生ずるおそれがないと市長が認めるときは、同表第１号及び第２号に規定する基準の全部又は一部を適用しないことができる。
	
	
	
	

	１
	濁度
	５度以下であること。
	比濁法、透過光測定法、積分球式光電光度法、散乱光測定法又は透過散乱法

	２
	有機物等（過マンガン酸カリウム消費量）
	１リットル中25ミリグラム以下であること。
	滴定法

	３
	大腸菌群
	１ミリリットル中に１個以下であること。
	下水の水質の検定方法等に関する省令（昭和37年厚生省・建設省令第１号）第６条に規定する方法

	４
	レジオネラ属菌
	検出されないこと（100ミリリットル中に10シーエフユー未満であること。）。
	冷却遠心濃縮法又はろ過濃縮法



[bookmark: JUMP_JYO_10_0_0]（水質の検査の結果の報告）
第10条　条例別表第２第２項第21号の規定による報告は、水質検査結果報告書（様式第11号）により行うものとする。
[bookmark: MOKUJI_20]２　前項の報告書には、水質の検査の結果を証する書類を添付しなければならない。

[bookmark: MOKUJI_21][bookmark: JUMP_JYO_11_0_0]（公表の基準）
第11条　　条例第６条第２項に規定する水質の検査の結果の公表について市長が別に定める基準は、条例別表第２第２項第19号又は第20号に規定する原水、原湯、上がり用湯水及び浴槽水（当該浴槽に気泡発生装置等を有する場合に限る。）の水質の検査の結果にあってはレジオネラ属菌が100ミリリットル中に99シーエフユー、同項第19号又は第20号に規定する浴槽水（当該浴槽に気泡発生装置等を有する場合を除く。）の水質の検査の結果にあってはレジオネラ属菌が100ミリリットル中に999シーエフユーとする。

水質検査結果報告書（様式第11号）
[bookmark: _GoBack][image: 様式第11号]＜以上＞
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〇


宮崎市


 


公衆浴場法施行条例


 


＜抜粋＞


 


 


第１条


 


＜省略＞


 


 


（定義）


 


第２条


 


この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ


る。


 


(


１


)


から


(


３


)


 


＜省略＞


 


(


４


)


 


浴槽水


 


浴槽内の湯水をいう。


 


(


５


)


 


原湯


 


浴槽水を再利用せずに浴槽に直接注入される湯水をいう。


 


(


６


)


 


原水


 


原湯の原料とする湯水をいう。


 


(


７


)


 


上がり用湯水


 


洗い場の湯水栓（シャワーの噴出口を含む。以下同じ。）から供給される湯水


をいう。


 


(


８


)


 


循環配管


 


湯水をろ過器等と浴槽との間で循環させるための配管をいう。


 


(


９


)


 


循環式浴槽


 


浴槽水をろ過器を通して循環させ、浴槽水を清浄に保つ構造の浴槽をいう。


 


(10)


 


完全換水


 


浴槽水を浴槽から完全に排出し、その全部を入れ替えることをいう。


 


 


（構造設備の基準）


 


第２条


 


法第２条第２項に規定する公衆浴場の構造設備が公衆衛生上不適当であると認めるときと


は、当該構造設備が


別表第１


に掲げる基準を満たさない場合とする。


 


＜


中間


省略＞


 


第６条


 


法第３条第２項の規定による営業者が講じなければならない換気、採光、照明、保温及び清潔


その他入浴者の衛生及び風紀に必要な措置の基準は、


別表第２


のとおりとする。


 


２


 


市長は、営業者が


別表第２


第２項第


21


号の規定により自主的な公表（新聞その他の広報媒体を


通じて行う公表に限る。以下この項において同じ。）を行わなかった場合で、同項第


19


号又は第


20


号に規定する水質の検査の結果が市長が別に定める基準を超えたときは、当該施設の名称、当該結果


その他必要な事項の公表を行うことができる。


 


＜以下省略＞


 


 


別表第１


（第３条関係）


 


１


 


一般公衆浴場の構造設備の基準


 


(


１


)


から


(


10)


 


＜省略＞


 


(11)


 


水道法（昭和


32


年法律第


177


号）第３条第９項に規定する給水装置により供給される水（以下


「水道水」という。）以外の水を原水、原湯又は上がり用湯水として使用する場合は、当該水の水


質を市長が別に定める基準に適合させるために必要な設備が設けられていること。


 


(12)


 


原湯を貯留する槽（以下「貯湯槽」という。）を設置する場合にあっては、貯湯槽内の湯水全


体の温度を摂氏


60


度以上に保つ能力を有する加温装置が設けられていること。ただし、これにより


難い場合には、レジオネラ属菌が繁殖しないように貯湯槽内の湯水を消毒する設備が設けられてい


ること。


 


(13)


 


原水及び原湯の配管は、ろ過器及び循環配管に接続しない構造であり、原湯を浴槽水面の上方


から浴槽に落とし込む構造であること。


 




〇 宮崎市   公衆浴場法施行条例   ＜抜粋＞     第１条   ＜省略＞     （定義）   第２条   この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ る。   ( １ ) から ( ３ )   ＜省略＞   ( ４ )   浴槽水   浴槽内の湯水をいう。   ( ５ )   原湯   浴槽水を再利用せずに浴槽に直接注入される湯水をいう。   ( ６ )   原水   原湯の原料とする湯水をいう。   ( ７ )   上がり用湯水   洗い場の湯水栓（シャワーの噴出口を含む。以下同じ。）から供給される湯水 をいう。   ( ８ )   循環配管   湯水をろ過器等と浴槽との間で循環させるための配管をいう。   ( ９ )   循環式浴槽   浴槽水をろ過器を通して循環させ、浴槽水を清浄に保つ構造の浴槽をいう。   (10)   完全換水   浴槽水を浴槽から完全に排出し、その全部を入れ替えることをいう。     （構造設備の基準）   第２条   法第２条第２項に規定する公衆浴場の構造設備が公衆衛生上不適当であると認めるときと は、当該構造設備が 別表第１ に掲げる基準を満たさない場合とする。   ＜ 中間 省略＞   第６条   法第３条第２項の規定による営業者が講じなければならない換気、採光、照明、保温及び清潔 その他入浴者の衛生及び風紀に必要な措置の基準は、 別表第２ のとおりとする。   ２   市長は、営業者が 別表第２ 第２項第 21 号の規定により自主的な公表（新聞その他の広報媒体を 通じて行う公表に限る。以下この項において同じ。）を行わなかった場合で、同項第 19 号又は第 20 号に規定する水質の検査の結果が市長が別に定める基準を超えたときは、当該施設の名称、当該結果 その他必要な事項の公表を行うことができる。   ＜以下省略＞     別表第１ （第３条関係）   １   一般公衆浴場の構造設備の基準   ( １ ) から ( 10)   ＜省略＞   (11)   水道法（昭和 32 年法律第 177 号）第３条第９項に規定する給水装置により供給される水（以下 「水道水」という。）以外の水を原水、原湯又は上がり用湯水として使用する場合は、当該水の水 質を市長が別に定める基準に適合させるために必要な設備が設けられていること。   (12)   原湯を貯留する槽（以下「貯湯槽」という。）を設置する場合にあっては、貯湯槽内の湯水全 体の温度を摂氏 60 度以上に保つ能力を有する加温装置が設けられていること。ただし、これにより 難い場合には、レジオネラ属菌が繁殖しないように貯湯槽内の湯水を消毒する設備が設けられてい ること。   (13)   原水及び原湯の配管は、ろ過器及び循環配管に接続しない構造であり、原湯を浴槽水面の上方 から浴槽に落とし込む構造であること。  

